
財政局　令和５年度　局運営方針

１．主な現状と課題

（１）健全財政の維持に向けた取組

（２）市税収入の確保

＜令和5年度さいたま市一般会計予算における歳入予算の内訳＞

　健全な財政運営を確保するためには、歳入予算の大きなウェイトを占める市税
収入の確保が強く求められています。

　国の『月例経済報告』（令和4年12月）によると、日本経済の先行きについて
は、「ウィズコロナの下で、各種政策の効果もあって、景気が持ち直していくこ
とが期待される。」とあるものの、「物価上昇、供給面での制約、金融資本市場
の変動等の影響や中国における感染動向に十分注意する必要がある。」とされ、
依然として予断を許さない状況にあると考えられます。
　本市においては、健全財政を確保しながら、総合振興計画に掲げられた事業を
着実に進めていくため、安定した財政運営の基礎となる市税の収納率向上や市有
財産の有効活用などにより、自主財源の確保を図ることが喫緊の課題となってい
ます。

　本市の財政は、中長期的には歳入面で、人口増加等による市税収入の増加が見
込まれる一方、歳出面では、扶助費を中心とした義務的経費の増加のほか、公共
施設の老朽化対策や未来に向けた投資に伴う普通建設事業費の増加等の多くの財
政需要を抱えています。
　これらに加え、引き続き新型コロナウイルス感染症への対応として感染拡大防
止策や市内経済活動の回復に向けた支援、原油価格・物価高騰への対応等を行い
ながら、ＤＸへの取組など、ポストコロナを見据えた新たな行政課題への対応に
ついても取り組む必要があります。また、本市の財政運営は、年度内に財源を確
保し、翌年度当初予算の収支不足に対応するなど、依然として厳しい財政状況が
続いており、持続可能な財政運営を行う上で大きな課題に直面しています。
　こうしたことから、既存事業全般にわたりこれまで以上にＰＤＣＡサイクルに
基づく見直しと優先順位付けを行い、市債の積極活用を含む限られた財源を効率
的・効果的に活用することで、これらの課題に対応しながら財政の健全性を確保
し、将来世代に過度の負担を先送りしない持続可能な財政運営を進める必要があ
ります。

歳 入
6,690億円

①市税(42.5％)
2,845億1,600万3千円

○その他(2.7％)
178億6,573万8千円

⑩地方交付税(0.9％)
58億0万円

⑨軽油引取税交付金(1.0％)
65億2,900万円

⑧使用料及び手数料(1.1％)
74億1,839万5千円⑦繰入金(3.0％)

198億1,136万6千円

⑥地方消費税交付金(4.9％)
326億3,400万円

⑤県支出金(5.3％)
352億4,757万4千円

④諸収入(7.6％)
509億9,297万7千円

③市債(11.4％)
760億2,410万円

②国庫支出金(19.8％)
1,321億6,084万7千円

※項目ごとに四捨五入しているため、構成比の合計は100％になりません。

-23-



＜市税収納率の推移＞

（３）税務行政におけるデジタル技術の活用

（４）未利用地の有効活用の推進

（５）公共施設マネジメントの推進

（６）適正な入札及び契約手続等

　そのため、納付機会の拡大など、収納率の向上に向けた取組を推進する必要が
あります。

　市民の利便性向上のため、税務手続のデジタル化を進める一方、デジタルデバ
イド対策も講じる必要があります。
　また、増加する納税義務者等に対し限られた人員でも対応を可能とするＡＩ－
ＯＣＲ・ＲＰＡの活用、市税の窓口で複雑な税制度を分かりやすく適切に説明す
るためのＷｅｂ会議システムの活用など、デジタル技術を活用した一層の事務効
率化を図る必要があります。

　公有財産の管理を適正に行うとともに、自主財源の確保のため、効果的な未利
用資産の利活用を図る必要があります。

　令和2年度に策定した「公共施設マネジメント計画・第２次アクションプラ
ン」に基づき、計画的に公共施設の改修、更新や長寿命化等に取り組んでいくと
ともに、複合化や公民連携等による効率的、効果的な公共施設マネジメントを推
進していく必要があります。

　入札及び契約手続における公正性、競争性、透明性の確保に努めるとともに、
将来にわたる公共工事の品質確保とその担い手の中長期的な育成及び確保に向
け、予定価格の適正な設定、ダンピング受注の防止、計画的な発注、施工時期の
平準化、適正な工期設定等について適切に実施していく必要があります。

（単位：％）
区分 R1 R2 R3 R4 R5

現年課税分 99.3 99.1 99.4 99.4 99.4
滞納繰越分 33.6 32.0 40.6 32.8 31.4

合計 98.2 98.0 98.3 98.4 98.5
※令和3年度以前は決算。令和4年度は決算見込。令和5年度は当初予算。
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２．基本方針・区分別主要事業

（１）健全財政の維持に向けた取組

*( )内は一般財源 （単位:千円）

№ 区分 事業名 令和5年度 令和4年度 説明
概要掲載
ページ

1 拡大 87,706 24,815 Ⅱ-54
総振 (87,706) (24,815)

〔財政課〕

（２）市税収入の確保

*( )内は一般財源 （単位:千円）

№ 区分 事業名 令和5年度 令和4年度 説明
概要掲載
ページ

2 拡大 納税コールセンターの運営 53,002 45,332 Ⅱ-64
総振 〔収納対策課〕 (53,002) (45,332)

3 総振 市税等の納付機会の拡大 87,618 122,990 Ⅱ-64

〔収納対策課〕 (87,618) (122,990)

（３）税務行政におけるデジタル技術の活用

*( )内は一般財源 （単位:千円）

№ 区分 事業名 令和5年度 令和4年度 説明
概要掲載
ページ

4 新規 預貯金等調査の電子化 6,820 0 Ⅱ-64
総振 〔収納対策課〕 (6,820) (0)

5 新規 債務負担 0 Ⅱ-63

行為設定 (0)

〔固定資産税課〕

　局長マネジメントを発揮して、既存事業全般にわたりこれまで以上にＰＤＣＡサイクルに基づく見直し
と優先順位付けを行い、財政の健全性確保に向けた予算編成を強化します。
　また、予算や契約、税務などの管理事務のより一層の効率化・適正化を図ることにより、限りある財源
を有効かつ効果的に活用して事務執行を行います。

さいたま市『ふるさと応援』寄附の受入拡大を
図るため、返礼品の拡充や外部ポータルサイト
の活用を行うとともに、クラウドファンディン
グ型ふるさと納税を実施します。

市民からの納税に関する問合せへの応答業務及
び納税呼びかけ業務を実施する納税コールセン
ターを運営します。

さいたま市『ふるさと応
援』寄附の受入拡大

最新の登記データの把握と履歴検索を可能と
し、税システムと連携することで課税台帳の異
動更新処理を半自動化するため、登記データ連
携システムを構築します。

登記データ連携システム構
築業務

滞納整理の迅速化及び効率化を図り、収納率の
向上に資するため、預貯金生命保険調査システ
ムを導入します。

市税の納付機会の拡大、納期内納付の促進及び
市民サービスの向上を図るため、コンビニエン
スストア納付、スマートフォン決済等を利用し
た電子納税について推進します。

〔区分〕新規…新規事業　　拡大…拡大事業　　総振…総合振興計画実施計画事業
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（４）未利用地の有効活用の推進

*( )内は一般財源 （単位:千円）

№ 区分 事業名 令和5年度 令和4年度 説明
概要掲載
ページ

6 総振 未利用地有効活用推進事業 10,695 6,196 Ⅱ-56

〔資産経営課〕 (0) (0)

（５）公共施設マネジメントの推進

*( )内は一般財源 （単位:千円）

№ 区分 事業名 令和5年度 令和4年度 説明
概要掲載
ページ

7 総振 351 382 Ⅱ-57

(0) (0)

〔資産経営課〕

（６）適正な入札及び契約手続等

*( )内は一般財源 （単位:千円）

№ 区分 事業名 令和5年度 令和4年度 説明
概要掲載
ページ

8 業者登録管理事業 554 2,578 Ⅱ-54

〔契約課〕 (0) (10)

適正かつ公正な契約事務を遂行するため、本市
との契約を希望する業者を対象に入札参加資格
の申請受付・審査を行い、資格を有する者を競
争入札参加資格者名簿に登載します。

将来世代に安心・安全な公共施設を引き継いで
いくため、「公共施設マネジメント計画・第２
次アクションプラン」に基づき、公共施設の計
画的な改修や建替えを推進します。

未利用地の有効活用を推進するため、公募等に
よる貸付け及び売払いを実施します。

公共施設マネジメントの推
進

〔区分〕新規…新規事業　　拡大…拡大事業　　総振…総合振興計画実施計画事業
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３．見直し事業一覧
（単位：千円）

課名 見直し事業名 見直しの理由及び内容
コスト
削減額

財政課
予算編成及び執行管理
事業における印刷製本
費の見直し

デジタル化に伴い印刷部数を削減したため、予算額を
縮小する。

△ 1,640

財政課
行政報告書作成におけ
る印刷製本費の見直し

デジタル化に伴い印刷部数を削減したため、予算額を
縮小する。

△ 955

資産経営課
公有財産管理事業にお
ける樹木剪定手数料の
見直し

実績に基づき、樹木剪定数を削減することとしたた
め、予算額を縮小する。

△ 1,320

庁舎管理課
庁舎管理事業における
通信運搬費の見直し

過去の実績を踏まえ、見直したことにより、予算額を
縮小する。

△ 5,030

庁舎管理課
庁舎管理事業における
施設等保守管理委託料
の見直し

過去の実績を踏まえた見直し及び委託業務の一部統合
による効率化により、予算額を縮小する。

△ 9,805

税制課
税務管理事業における
消耗品費の見直し

実績に基づき、消耗品の必要量を見直したため、予算
額を縮小する。

△ 359

税制課
税務管理事業における
印刷製本費の見直し

一部印刷物の外注を取りやめ、所属にて作成すること
としたため、予算額を縮小する。

△ 385

市民税課
個人市民税賦課事業に
おける人材派遣委託料
の見直し

各区の派遣人数を見直したため、予算額を縮小する。 △ 5,104

市民税課
法人市民税等賦課事業
におけるその他委託料
の見直し

封入封緘業務の一部を、ステップアップオフィス利用
に見直したため、予算額を縮小する。

△ 285

市民税課
軽自動車税賦課事業に
おける手数料の見直し

実績に基づき、軽自動車検査情報市区町村提供サービ
ス利用料金（異動分）を見直したため、予算額を縮小
する。

△ 847

固定資産税課
固定資産税及び都市計
画税賦課事業における
旅費の見直し

実績に基づき、普通旅費を見直したため、予算額を縮
小する。

△ 447

固定資産税課
固定資産税及び都市計
画税賦課事業における
通信運搬費の見直し

実績に基づき、通信運搬費を削減することとしたた
め、予算額を縮小する。

△ 397

収納対策課
収納対策事業における
公売手数料の見直し

実績に基づき、公売にかかる鑑定件数を見直したた
め、予算額を縮小する。

△ 902

収納対策課
収納対策事業における
ＳＭＳ催告サービス利
用料の見直し

実績に基づき、送信件数を見直したため、予算額を縮
小する。

△ 158
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